












Radioactive material contamination measures for nuclear disasters and their application 
































進する者としない者の割合はどちらも 3 割であり，6 割が木質バイオマス発電を推進した。









































































































          論文審査の結果の要旨及び担当者 
  報告番号   ※甲乙第      号   氏      名   中村 哲也 
  論文審査担当者 
   主    査  増田   聡 
  第一副査  佐々木 伯朗 
  第二副査  柘植  德雄 
 （博士論文の題名） 
原子力災害に関する放射性物質汚染対策とわが国への応用 
－ 国内外の被災者による意識調査からの接近 － 
  （論文審査の結果の要旨） ※1,000字内外 
本論文では、福島第一原子力発電所事故が抱える深刻な課題として、①補償対象となる「原発
事故被災地」と補償されるべき「原発事故被災者」を定義する法律が存在しない、②政府の安全情
報が一元化されてこなかったために、原発被災地では風評被害が生まれている、③復興（再生）
計画が進む一方で原発事故に伴う「廃炉（汚染廃棄物）」と「汚染水」の問題が解消されていない、
という３点を指摘する。その上で、これらの課題を克服するための基礎的知見を得ることを目的とし
て、原子力災害を生む「原発事故（福島第一とチェルノブイリ）、核実験、汚染水放出（福島第一と
英仏の再処理施設）」に関わる国内外の調査地域を選んで、そこでの被災や汚染の実態と復旧・
復興（再生）政策の実施状況を把握している。さらに、現地住民（被災者）の意識調査を踏まえて、
放射性物質汚染対策や地域再生政策の評価と将来展望を試みている。 
１２章から成るそれぞれの意識調査で扱う被災地は、原発事故では「東京都と福島県、スウェー
デンとフィンランドの全土、ウクライナ全土とKiev州、ベラルーシ全土とGomel州、ロシア中央連邦
管区とBryansk州（各州は国土の中で特に汚染度が高い地域で、追加調査の対象）」、核実験では
カザフスタンと米国ワシントン州ハンフォードサイト、汚染水放出では「福島第一原発、それにフラ
ンスのLa Hague、イギリスのSellafieldの再処理工場の周辺地域」であり、その地に居住する消費者
パネルに対してWebアンケートを行った。統計分析では、コレスポンデンス分析、二項ロジット／
順序ロジット分析、トービット分析等の多変量解析等を組み合わせて採用している。 
各章ともデータ的には小規模標本の限界やWeb調査での回答者の偏り、リッカート尺度の特性
等に対する更なる考察が必要であると思われるし、解析結果の解釈や評価にもやや曖昧な点が
残されている。特に、政治体制や国状の違いから、政策内容に対する満足度等の国際比較は容
易ではないであろう。しかしながら、放射線教育と人々のリスク認知や食品購入行動（放射性物質
が規制値以下の食品への支払意思額）、政府の情報管理・提供体制と安全情報への市民信頼度、
チェルノブイリ法の規定や補償措置に対する市民評価、汚染水域の魚介類の購買にみられる国
民性など、今後の放射性物質汚染対策を検討し、社会に実装していく際に踏まえておくべき有益
な知見が数多く提供されており、独自調査に基づく先駆的かつ多国間に及ぶ類例のない研究とし
て高く評価できる。以上より、博士（経済学）の学位を授与するに相応しい業績であると判断する。 
□ 剽窃検出ツールを使用して盗用・不正防止のための検査をおこなった。 
（確認をおこなった場合は、□の中に✔を入れて下さい。） 
